
静岡市建設発生土処理地拡大事業公募要領 

 
（目的） 
第１ この要領は、「静岡市建設発生土の処理に関する基本方針」に基づき、民間事業者等が

行う建設発生土最終処理地及び建設発生土中間処理地（ストックヤード、土質改良プラン
ト）の整備事業を円滑に進めることができるようにするため、市が民間事業者等を支援し、
建設工事における建設発生土の処理地を確保することを目的とする。 

 
（申請者の要件） 
第 2 民間事業者等の申請する者（以下、「申請者」という）は、次の各号の要件のいずれか

に該当するものとし、別表の項目のいずれにも該当しない者とする。 
(1) 建設発生土を処理することができる土地の所有者。 
(2) 土地の借地権を取得し、土地所有者から土地改変の同意を得ている者。 
(3) 処理地として決定した場合、(1)又は(2)が確実である者。 
 
（建設発生土最終処理地の条件） 
第 3 建設発生土最終処理地は、次の各号の条件を満たすものとする。 
(1) 静岡市内にある土地であること。 
(2) 申請者自らが所有している、又は、所有者が処理について同意した土地であること。 
(3) 建設発生土の処理において、関係法令等に関する許認可等の取得が可能な土地であるこ

と。 
(4) 概ね 150,000 ㎥以上の建設発生土の処理が可能な土地であること。ただし、市長が認め

たものはこの限りではない。 
(5) 別表の項目のいずれにも該当しない者の所有又は関与しない土地であること。 
 
（建設発生土中間処理地の条件） 
第 4 建設発生土中間処理地は、次の各号の条件を満たすものとする。 
(1) 静岡市内にある土地であること。 
(2) 申請者自らが所有している、又は、所有者が処理について同意した土地であること。 
(3) 建設発生土の処理において、関係法令等に関する許認可等の取得が可能な土地であるこ

と。 
(4) 概ね 10,000 ㎥以上の建設発生土の処理が可能な土地であること。ただし、市長が認め

たものはこの限りではない。 
(5) 別表の項目のいずれにも該当しない者の所有又は関与しない土地であること。 
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（行政支援の内容） 
第５ 行政支援は、次の各号のうち事前協議による処理規模などにより決定する。 
(1) 関係法令等に関する手続き支援 
(2) 建設発生土処理による安全性照査の支援 
(3) 建設発生土処理地への搬入を円滑化させるための整備等（搬入路にあたる市道等の一部
改良等） 
 
（処理地公募の手続） 
第 6 建設発生土最終処理地・建設発生土中間処理地の公募の手続きは別図を参照する。 
 
（事前協議） 
第７ 市長は、第３、第４の条件の適合について事前協議を行う。 
２ 市長は、必要に応じヒアリングを実施するものとする。 
３ 市長は、事前協議の結果を申請者に回答する。 
 
（事前協議書類） 
第８ 申請者は、第７について次の各号に掲げる事前協議書類を提出する。 
(1) 最終処理地・中間処理地事前協議書（様式第１号） 
(2) 位置図 
(3) 処理地の状況写真 
(4) その他、市長が定める書類 
 
（処理地の申請） 
第９ 事前協議の結果、処理地としての支援を希望する者は、次の各号に掲げる申請書類を

提出する。 
(1) 最終処理地・中間処理地申請書（様式第２号） 
(2) 関係図面（位置図、平面図、縦断図、横断図等） 
(3) 処理地の状況写真（処理地の全景等の状況がわかるもの） 
(4) 誓約書（様式第３号） 
(5) 土地所有者同意書（様式第４号） 
(6) その他、市長が定める書類 
 
（申請書類の受理） 
第 10 市長は、第９に規定する申請書類について確認し受理する。 
 
 



（建設発生土の搬入） 
第 11 処理地の造成に必要となる費用は原則として申請者が負担すること。 
２ 建設発生土処理後の管理責任は申請者及び土地の所有者とすること。 
３ 建設発生土の処理費については、市長と申請者の協議の上、決定する。 
 
（その他） 
第 12 この要領の実施にあたり、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 
(1) 申請書類の作成や各関係法令に基づく許可申請等、申請に伴い必要となる費用について 

は、申請者の負担とする。 
(2) 提出された申請書類の返却は行わない。 
 
（雑則） 
第 13 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
 
 
別表（第 2、第 3（5）、第４（5） 関係） 

（１）役員等（申請者が個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又は
その支店若しくは事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員等（静岡市暴力団排除
条例（平成 25 年静岡市条例第 11 号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下
同じ。）又は暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）の配偶者（暴
力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の
事情にある者を含む。以下同じ。）であると認められるもの 
（２）暴力団（静岡市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、
暴力団員等又は暴力団員の配偶者が経営に実質的に関与していると認められるもの 
（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加
える目的をもって、暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者を利用するなどしたと認め
られるもの 
（４）役員等が、暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者に対して資金等を供給し、又
は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関 
与していると認められるもの 
（５）役員等が暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者と社会的に非難されるべき関係
を有していると認められるもの 
（６）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 
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